
（
２
）

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
地
方
移
管
の
問

題
点

に
つ

い
て
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地
方

分
権

関
係

（
ハ

ロ
ー

ワ
ー

ク
）

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の

地
方

移
管

の
問
題
点

○
「
職

業
紹

介
」
・
「
雇

用
保

険
（
失

業
認

定
・
失

業
給

付
）
」・

「
雇

用
対

策
（
企

業
指

導
・支

援
な

ど
）
」の

３
つ

の
業

務
は

、
同

一
の

組
織

で
実

施
す

る
必

要
が

あ
る

。
（
現

在
、
ハ

ロ
ー

ワ
ー

ク
が

３
つ

の
業

務
を

実
施

）
○

ま
た

、
３
つ

の
業

務
の

い
ず

れ
に

つ
い

て
も

、
地

方
に

移
管

す
る

こ
と

は
困

難
。

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
地
方

移
管

に
関

す
る
主

な
問

題
点

○
雇

用
保

険
業

務
を

自
治

体
に

移
管

し
た

場
合

、
財

政
責

任
を

負
わ

ず
に

自
治

体
が

失
業

認
定

事
務

を
実

施
す

る
こ

と
に

な
る

。
→

失
業

給
付

の
濫

給
、
国

民
負

担
の

増
大

（保
険

料
の

引
き

上
げ

・給
付

カ
ッ

ト）
に

つ
な

が
る

恐
れ

が
あ

る
。

○
求

職
者

・求
人

者
は

、
都

道
府

県
を

超
え

て
、
求

職
・募

集
活

動
を

行
う
。
ハ

ロ
ー

ワ
ー

ク
を

地
方

移
管

す
る

と
、

都
道

府
県

間
の

求
人

が
分

断
さ

れ
、
広

域
的

な
職

業
紹

介
が

で
き

な
く
な

る
。

→
就

職
の

減
少

、
失

業
者

の
増

大
に

つ
な

が
る

恐
れ

が
あ

る
。

※
東

京
の
ハ
ロ
ー

ワ
ー

ク
で
受

理
し
た
求

人
へ

の
就

職
の
約

４
割

は
東

京
都

外
の
求

職
者

（
平

成
2
5
年

度
実

績
）

※
東

京
の
ハ
ロ
ー

ワ
ー

ク
で
受

理
し
た
求

人
の
約

３
割

は
勤

務
場

所
が
東

京
都

外
（
平

成
2
5
年

度
実

績
）

○
国

は
都

道
府

県
に

雇
用

対
策

に
関

す
る

指
揮

命
令

は
で

き
な

い
。
ハ

ロ
ー

ワ
ー

ク
を

地
方

移
管

す
る

と
、
全

国
一

斉
・機

動
的

な
雇

用
対

策
が

で
き

な
く
な

る
。

（
例

）
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
後
の
急
激
な
雇
用
情
勢

悪
化
へ
の
対
応
の
た
め

、
雇
用
調

整
助
成
金
の
迅
速

な
要

件
緩

和
、
厚

生
労

働
本

省
の
指

示
に

よ
る
労
働

局
・
ハ
ロ
ー

ワ
ー

ク
が
総

力
を
挙
げ
た
求

人
開
拓

（
平
成

2
1
年
度
は

1
8
3
.4
万
人

の
求

人
を
開

拓
）
を
実

施
。

○
ＩＬ

Ｏ
第

8
8
号

条
約

を
守

れ
な

く
な

る
。

第
２
条

職
業

安
定

組
織

は
、

国
の

機
関
の
指
揮

監
督
の

下
に
あ

る
職
業

安
定
機

関
の
全

国
的

体
系

で
構

成
さ

れ
る

。

①
雇
用
保
険
の
財

政
責

任
と
運

営
主

体
の
不
一

致

②
職
業
紹
介

の
全

国
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が
維
持

で
き
な
く
な
る

③
全
国
一
斉

の
雇

用
対

策
が
講

じ
ら
れ
な
く
な
る

④
ＩＬ
Ｏ
条
約
を
守

る
こ
と
が
で
き
な
く
な
る

※
労

使
も
地

方
移
管

に
は
反
対
。
労
働
政
策
審
議
会
か
ら
も

『
国

に
よ

る
全
国

ネ
ッ
ト
ワ

ー
ク

の
体

制
を
維

持
す
べ
き
』
旨
の
意
見
が
出
さ
れ
て
い
る
。
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ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の

地
方

移
管
に
対

す
る
労
使
の
意
見

○
労

使
と

も
ハ

ロ
ー

ワ
ー

ク
の

地
方

移
管

に
反

対
の

立
場

。

○
国

と
地

方
自

治
体

が
一

体
と

な
っ

て
、

そ
の

地
域

に
お

け
る

雇
用

対
策

を
一

層
強

化
す

べ
き

と
指

摘
。

※
平
成

2
1年

２
月

、
平

成
2
2年

４
月

の
二
度

に
わ
た
り

、
こ
の

旨
の
意
見

書
を

労
働

政
策

審
議

会
と

し
て

と
り

ま
と

め
て
い
る

。

労
働

政
策
審
議
会

の
意

見
書

「
地

方
分
権

改
革
に
関
す
る
意
見
」

（
平
成
2
1
年
2
月
5
日

舛
添
要
一
厚
生
労
働
大
臣
宛

労
働
政
策
審
議
会
意
見
書
）

（
抜
粋
）

１
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
縮
小
に
つ
い
て

（
前
略
）

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
業
務
は
、
以
下
の
よ
う
な
理
由
か
ら
、
都
道
府
県
に
移
管
す
る
こ
と
は
適
当
で
は
な
く
、
国
が
責
任
を
も
っ
て
直
接
実
施
す
る
必

要
が
あ
り
、
こ
れ
は
先
進
諸
国
に
お
け
る
国
際
標
準
で
あ
る
。

①
都
道
府
県
域
を
超
え
た
労
働
者
の
就
職
へ
の
対
応
や
、
都
道
府
県
域
に
限
定
さ
れ
な
い
企
業
の
人
材
確
保
ニ
ー
ズ
へ
の
対
応
を
効
果

的
・
効
率
的
に
実
施
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と
。

②
雇
用
状
況
の
悪
化
や
大
型
倒
産
に
対
し
、
迅
速
・
機
動
的
な
対
応
を
行
い
、
離
職
者
の
再
就
職
を
進
め
、
失
業
率
の
急
激
な
悪
化
を
防

ぐ
必
要
が
あ
る
こ
と
。

③
雇
用
保
険
に
つ
い
て
は
、
雇
用
失
業
情
勢
が
時
期
や
地
域
等
に
よ
り
大
き
く
異
な
る
た
め
、
保
険
集
団
を
可
能
な
限
り
大
き
く
し
て
リ

ス
ク
分
散
を
図
ら
な
い
と
、
保
険
制
度
と
し
て
成
り
立
た
な
い
こ
と
。

④
地
方
移
管
は
我
が
国
の
批
准
す
る
Ｉ
Ｌ
Ｏ
第
８
８
号
条
約
に
明
白
に
違
反
す
る
こ
と
。

し
た
が
っ
て
、
国
の
様
々
な
雇
用
対
策
の
基
盤
で
あ
る
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
は
地
方
移
管
す
べ
き
で
な
く
、
引
き
続
き
、
国
に
よ
る
全
国
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
の
サ
ー
ビ
ス
推
進
体
制
を
堅
持
す
べ
き
で
あ
る

。

（
中
略
）

一
方
で
、
地
方
自
治
体
が
独
自
に
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
雇
用
対
策
を
こ
れ
ま
で
以
上
に
積
極
的
に
進
め
る
こ
と
は
望
ま
し
い
こ
と
で
あ
り
、
国
と
地

方
自
治
体
が
一
体
と
な
っ
て
、
そ
の
地
域
に
お
け
る
雇
用
対
策
を
一
層
強
化
す
る
必
要
が
あ
る

。
（
後

略
）
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職
業
紹
介
業

務
失

業
認

定
業

務
失
業
保
険
の
財
政
責
任

イ
ギ
リ
ス

ジ
ョ
ブ
セ
ン
タ
ー
プ
ラ
ス

（
国
）

ジ
ョ
ブ
セ
ン
タ
ー
プ
ラ
ス

（
国
）

国

ア
メ
リ
カ

職
業
安
定
所

（
州
）

職
業
安
定
所

（
州
）

州

ド
イ
ツ

職
業
安
定
所

（
連
邦
）

職
業
安
定
所

（
連
邦
）

連
邦

日
本

（
現

行
）

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

（
国

）
ハ

ロ
ー
ワ
ー
ク

（
国

）
国

※
イ
ギ
リ
ス
で
は
、
１
９
７
４
年
か
ら
職
業
紹
介
と
失
業
保
険
の
給
付
を
切
り
離
し
た
も
の
の
濫
給
が
生

じ
、
１
９
８
６
年

、
サ

ッ
チ
ャ
ー
政
権
が
両
事
業
を
統
合
（
統
合

の
初
年
度
に
は
受
給
者
約
３
割
減
）
。

※
フ
ラ
ン
ス
で
は
、

2
0
0
8
年

2
月
に
成
立
し
た
法
律
に
よ
り
、
職
業
紹
介
機
関
（
全
国
雇
用
機
関
：
A

N
P

E
）
と
失

業
保
険
を
扱
う
機
関
（
商
工
業
雇
用
協
会
：

A
S
S
E
D

IC
）
を
統
合
し
、
新
た
な
組
織
「
雇
用
局
（
P

o
le

 e
m

p
lo

i
）
」
を

2
0
0
9
年

1
月
に
設
立

諸
外
国
に
お
け
る
職
業
紹
介
・
失
業
保
険

の
実
施
主
体

各
国

の
職

業
紹

介
・
失

業
保

険
の

認
定

・失
業

保
険

の
財

政
主

体
は

一
致

原
則

と
し

て
国

が
実

施

職
業
紹
介
業

務
失
業
認
定
業
務

失
業
保
険
の
財
政
責
任

デ
ン
マ
ー
ク

（
※

）

＜
国
の
監
督
の

下
＞

ジ
ョ
ブ
セ
ン
タ
ー

（
地
方
自
治
体
）

＜
国
の
監
督
の
下
＞

失
業
保
険
基
金

（
民
間

（
労

働
組

合
）
）

国

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

（
※
）

民
間

（
国
が
委
託
）

－
－

○
以

下
の

国
で

は
、

必
ず

し
も

国
が

実
施

主
体

で
は

な
い

が
、
法

令
や

制
度

そ
の

も
の

の
仕

組
み

が
、

日
本

と
は

全
く
異

な
る

。

○
先

進
主

要
国

に
お

い
て

も
、

職
業

紹
介

業
務

は
原

則
と

し
て

国
が

実
施

。

○
ま

た
、
い

ず
れ

も
職

業
紹

介
・
失

業
保

険
の

認
定

・
失

業
保

険
の

財
政

主
体

は
一

致
。

※
デ
ン
マ
ー
ク
は
、
憲

法
で
「
自

治
体

の
業

務
は
国
の
監
督
の
下
、
実
施
さ
れ
る
」
と
規
定
さ
れ
て
お

り
、
国

と
自

治
体

の
関

係
が
日

本
と
は
全

く
異

な
る

※
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
は
、
憲

法
に
よ
る
勤

労
権

の
保
障
規
定
が
な
く
、
失
業
保

険
が
な
い
（
失

業
扶
助

制
度

の
み

）
。

※
両

国
は
ＩＬ

Ｏ
第
８
８
号

条
約

を
批

准
し
て
い
る
。
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（
参
考

）
イ
ギ
リ
ス
で
の
「
職
業
紹
介
」
と
「
失
業
保
険
の
給
付
」
の
分
離
に
よ
る
影
響

○
イ

ギ
リ
ス

で
は

、
そ

れ
ま

で
同

一
組

織
で

行
っ

て
い

た
「職

業
紹

介
」と

「失
業

保
険

の
給

付
」
を

、
1
9
7
4
年

別
の

組
織

に
分

離
（労

働
党

・ウ
ィ

ル
ソ

ン
政

権
下

）。

○
こ

の
結

果
、
失

業
給

付
の

濫
給

が
生

じ
、
失

業
保

険
財

政
が

悪
化

。

○
こ

の
た

め
、
1
9
8
6
年

に
保

守
党

の
サ

ッ
チ

ャ
ー

政
権

下
で

再
び

両
者

を
統

合
し

た
と

こ
ろ

、
再

統
合

の
初

年
度

に
、
失

業
給

付
の

受
給

者
が

約
３
割

減
少

※
失
業
給
付
の
受
給
者
数
の
変
化
：

19
86
年
／

95
.5
万
人

→
（再

統
合
後
）1

98
7年

／
67

.6
万
人

（失
業
率
に
大
き
な
変
化
は
無
か
っ
た
も
の
の
、
再
統
合
の
あ
と
に
失
業
給
付
の
受
給
者
が
大
幅
に
減
少
。
）

こ
の

例
は

、
「
職

業
紹

介
」
と

「
失

業
保

険
の

給
付

」
の

主
体

を
一

致
さ

せ
る

必
要

性
を

示
す

。

・
19

74
年

「
職
業
紹
介
」
と
「
失
業
保
険
の
給
付
」
を
分
離

(「
ジ
ョ
ブ
セ
ン
タ
ー

(公
共
職
業
紹
介
所

)」
と
「
失
業
保
険
事
務
所
」

)

・
19

85
年

失
業
給
付
受
給
者
／

87
.2
万
人

・
19

86
年

〃
／

95
.5
万
人

・
19

87
年

〃
／

67
.6
万
人

・
19

88
年

〃
／

52
.2
万
人

イ
ギ
リ
ス
の
見

直
し
の
経

過

再
統
合
し
た
初
年
度
に
、
失
業
給
付
受
給
者
が
約
３
割
減
少

･･･

こ
の
年
、
再
統
合
し
、
全
て
の
受
給
者
を
ジ
ョ
ブ
セ
ン
タ
ー

(公
共
職
業

紹
介
所

)に
出
向
か
せ
面
接
を
受
け
さ
せ
る
こ
と
と
し
た
。
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雇
用

保
険

の
都

道
府

県
別

収
支

状
況
等

に
つ
い
て

○
都

道
府

県
に

よ
っ

て
、

収
支

状
況

に
大

き
な

格
差

が
あ

る
。

（
例
え
ば
、
平
成

1
8
年
度

の
実

績
を
単

純
に
置

き
換
え
る
と
、
青
森
県
は
全
国
平

均
の

3
倍

以
上
、
東

京
都
の

7
倍

以
上

の
保

険
料

が
必

要
）

○
給

付
や

収
入

は
雇

用
失

業
情

勢
の

動
向

等
に

依
存

す
る

た
め

、
収

支
状

況
は

大
き

く
変

動
す

る
。

（
例

え
ば
、
給
付
に
つ
い
て
、
平

成
1
1
年

度
は
平

成
1
8
年
度
の

2
倍

以
上
）

保
険

制
度

を
維

持
す

る
た

め
に

は
、

保
険

集
団

を
大

き
く
し

て
リ
ス

ク
分

散
を

図
る

こ
と

が
不

可
欠

。

北 海 道

青 森

岩 手

宮 城

秋 田

山 形

福 島

茨 城

栃 木

群 馬

埼 玉

千 葉

東 京

神 奈 川

新 潟

富 山

石 川

福 井

山 梨

長 野

岐 阜

静 岡

愛 知

三 重

滋 賀

京 都

大 阪

兵 庫

奈 良

和 歌 山

鳥 取

島 根

岡 山

広 島

山 口

徳 島

香 川

愛 媛

高 知

福 岡

佐 賀

長 崎

熊 本

大 分

宮 崎

鹿 児 島

沖 縄

平
成

18
年

度
（
収

支
過

去
最

高
）

全
国

の
収

支
+5

1.
7％

平
成

11
年

度
（
収

支
過

去
最

低
）

全
国

の
収

支
-6

2.
4％

雇
用

保
険

の
都

道
府

県
別

収
支

状
況

（
（
収

入
－

支
出

）
／

収
入

）

0% -2
00

%

10
0%
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東
京
で
充
足

＝
62
％

東
京
以
外
で
充
足
＝

38
％
（
約
４
割
）

11
6,

39
8人

神
奈

川
:９

%
(９

,９
５
６
人

)

東
京

：
６
２
％

（
７
２

,６
５
５
人
）

そ
の

他
：
１
３
％

(１
５

,３
２
１
人

)

埼
玉

：
９
％

(１
０

,０
５
７
人

)

千
葉

：
７
％

(８
,４
０
９
人

)

21
,0

79
人

13
,4

67
人

1,
70

7人

4,
21

0人

首
都
圏
（
東
京
）
の
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
に
お
け
る
広
域
マ
ッ
チ
ン
グ
の
状
況

○
東

京
労

働
局

の
管

内
の

ハ
ロ

ー
ワ

ー
ク

で
受

理
し

て
充

足
し

た
求

人
（
フ

ル
タ

イ
ム

・
常

用
）
の

う
ち

、
約

４
割

は
他

県
（
神

奈
川

、
埼

玉
、

千
葉

等
）
の

ハ
ロ

ー
ワ

ー
ク

の
求

職
者

に
よ

り
充

足
。

（
＝

ハ
ロ

ー
ワ

ー
ク

は
、
東

京
の

企
業

の
募

集
求

人
の

多
く
を

、
県

域
を

越
え

た
求

職
者

へ
の

職
業

紹
介

に
よ

り
、
就

職
に

結
び

つ
け

て
い

る
。
）

※
東
京

労
働
局

（
ハ
ロ

ー
ワ

ー
ク

）
管

内
の

求
人

充
足

数
（
フ

ル
タ
イ

ム
・
常

用
。
平

成
2
5年

度
）
に

つ
い
て

、
そ
れ

ぞ
れ
マ

ッ
チ

ン
グ

し
た

求
職

者
の

登
録

ハ
ロ

ー
ワ

ー
ク

の
所

在
地

分
布

の
内

訳
を
示
し

た
も
の

。
出

典
：

厚
生

労
働

省
「

労
働
市
場

年
報
（

平
成

25
年
度
）

」

東
京
労
働
局
管
内
の
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
全

体
の
受
理
求
人
の
充
足

東
京
で
充
足

＝
51
％

東
京
以
外
で
充
足
＝

49
％

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
品
川

の
受
理
求
人

東
京
で
充
足

＝
55
％

東
京
以
外
で
充
足
＝

45
％

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
上
野

の
受
理
求
人

東
京
で
充
足

＝
54
％

東
京
以
外
で
充
足
＝

46
％

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
飯
田
橋

の
受
理
求
人

東
京
で
充
足

＝
53
％

東
京
以
外
で
充
足
＝

47
％

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
町
田

の
受
理
求
人

東
京
労
働
局
管
内

の
主

な
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
別

の
実

績
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ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
職
業
紹
介
の
仕
組

み
（
全
国

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
で
労

働
移

動
に
も
対

応
）

○
企

業
の

求
人

は
全

国
に

公
開

。
ど

の
ハ

ロ
ー

ワ
ー

ク
で

も
全

国
の

求
人

へ
の

職
業

紹
介

が
可

能
で

、
都

道
府

県
域

を
越

え
て

広
く
就

職
・
募

集
活

動
を

行
い

た
い

求
職

者
・
企

業
の

ニ
ー

ズ
に

対
応

。
【
右
図
：
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
全
国
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
】

※
東

京
の
ハ

ロ
ー

ワ
ー

ク
で
受

理
し
た
求

人
へ

の
就

職
の
約

４
割

は
東

京
都

外
の
求

職
者

※
都

道
府

県
域

を
超

え
た
就

職
約

1
7
.1
万

件
（
平

成
2
5
年

度
実

績
）

※
ハ

ロ
ー

ワ
ー

ク
の
職

業
紹

介
は
、
雇

用
保

険
・
雇

用
対

策
業

務
と
一

体
的

に
実

施

全
国

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
よ
り
都
道

府
県
域

を
越
え
た
就
職
・
募
集

活
動

に
も
対

応

○
全

国
で

活
動

す
る

企
業

の
実

態
に

合
わ

せ
、

人
事

機
能

を
持

つ
本

社
が

地
元

ハ
ロ

ー
ワ

ー
ク

に
全

国
の

支
店

・
工

場
等

の
求

人
を

一
括

し
て

提
出

す
る

こ
と

が
可

能
。
全

国
で

活
動

す
る

企
業

の
ニ

ー
ズ

に
も

対
応

。

全
国
展
開
す
る
企
業
の
採
用
支
援

も
可

能

都
道

府
県

域
を
ま
た
い
だ
ト
ラ
ブ
ル
も
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
間

の
連

絡
に
よ
り
迅

速
に
対

応

○
万

一
、
求

職
者

と
企

業
で

、
都

道
府

県
域

を
ま

た
い

だ
ト
ラ

ブ
ル

が
あ

っ
て

も
、

ハ
ロ

ー
ワ

ー
ク

間
の

連
絡

に
よ

り
、
迅

速
に

対
応

。

Ａ
県

Ｂ
県

Ｃ
県

Ｄ
県

≪
製

造
業

の
企

業
「Ａ

社
」の

事
例

（本
社

：東
京

都
内

、
工

場
：Ｂ

県
）≫

≪
医

療
機

関
向

け
ア

メ
ニ

テ
ィ
ー

グ
ッ

ズ
販

売
の

企
業

「Ｅ
社

」の
事

例
（本

社
：東

京
都

内
、
営

業
先

の
病

院
：Ｆ

県
）≫

52



障
害
者
の
雇
用
者
数

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
事

業
主

指
導
の
仕

組
み

（
全

国
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
活

か
し
本

社
・
支
店
を
通
じ
た
取
組
を
確
保
）

○
達

成
指

導
が

実
効

性
を

持
つ

た
め

に
は

、
人

事
機

能
を

持
つ

本
社

を
指

導
す

る
と

と
も

に
、

実
際

の
就

業
場

所
と

な
る

支
店

等
も

指
導

す
る

こ
と

が
重

要
。

ま
た

、
達

成
指

導
と

同
時

に
、

障
害

者
の

職
業

紹
介

を
行

う
こ

と
で

、
更

に
障

害
者

雇
用

を
促

進
。

※
達
成
指
導
に
よ
り
、
本
社
に
限
ら
ず
、
他
県
の
支
店
等
を
含
む
全
国
的
に
障
害
者
雇
用
を
進
め
る
。

※
本
社
所
在
地
の
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
と
支
店
等
所
在
地
の
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
が
情
報
を
共
有
し
、
同
じ
指
導

方
針
の
も
と
で
、
就
業
場
所
と
な
る
支
店
等
へ
の
職
業

紹
介
を
実
施

。

○
ハ

ロ
ー

ワ
ー

ク
で

は
、

障
害

者
雇

用
促

進
法

に
基

づ
く
障

害
者

の
雇

用
率

達
成

指
導

や
、

高
年

齢
者

雇
用

安
定

法
に

基
づ

く
高

齢
者

の
雇

用
確

保
指

導
等

を
実

施
。

※
企

業
は
従

業
員

の
2
.0
％

以
上

の
障

害
者

雇
用

が
義

務

※
企

業
は
従

業
員

を
6
5
歳

ま
で
雇

用
す

る
制

度
（
定

年
廃

止
・
延

長
・
継

続
雇

用
）
の
導

入
が
義

務

○
全

国
で

活
動

す
る

企
業

の
実

態
に

合
わ

せ
、

人
事

機
能

を
持

つ
本

社
所

在
地

の
ハ

ロ
ー

ワ
ー

ク
と

、
就

業
場

所
と

な
る

支
店

等
所

在
地

の
ハ

ロ
ー

ワ
ー

ク
が

連
携

し
て

対
応

。

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
全

国
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
よ
り
全
国

展
開

す
る
企
業
に
も
効

果
的

に
指

導

≪
大

手
物

流
関

係
企

業
「Ｃ

社
」の

事
例

（本
社

：東
京

都
内

、
物

流
セ

ン
タ

ー
：Ｄ

県
）≫

⇒
結

果
、
障

害
者

の
雇

用
者

数
が

10
年

連
続

で
増

加
。

25303540

16 年

17 年

18 年

19 年

20 年

21 年

22 年

23 年

24 年

25 年
（
万
人
）

平
成
２

5年
度

障
害
者
雇
用
者
数

40
.9万
人
（
過
去
最
高
）
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職
業
安
定
組
織
の
構
成
に
関
す
る
条
約
（
ＩＬ
Ｏ
第
８
８
号
条
約
）
（
抜
粋
）

第
一

条
１

こ
の
条

約
の
適
用
を
受
け
る
国
際
労
働
機

関
の
加

盟
国

は
、
無
料

の
公

共
職
業

安
定
組
織
を
維
持
し
、
又
は
そ
の
維
持
を
確
保

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
（
略
）

第
二

条
職

業
安

定
組
織
は
、
国
の
機
関
の
指
揮

監
督

の
下
に
あ
る
職

業
安
定

機
関
の
全

国
的

体
系
で
構
成
さ
れ
る
。

第
三

条
１

そ
の
体

系
は
、
当
該
国
の
各
地
理
的

区
域

に
つ
い
て
充

分
な
数

で
あ
つ

て
使

用
者
及

び
労
働
者
に
と
つ
て
便
利
な
位
置
に
あ
る

地
区

職
業

安
定
機
関
及
び
適
当
な
場

合
に
は
地

方
職

業
安

定
機
関

の
網

状
組
織

か
ら
成
る
。

２
（
略
）

第
四

条
１

職
業

安
定

組
織
の
構
成
及
び
運
営
並

び
に
職

業
安
定

業
務
に
関
す

る
政
策

の
立

案
に
つ
い
て
使
用
者
及
び
労
働
者
の
代
表
者

の
協

力
を
得
る
た
め
、
審
議
会
を
通
じ
て
適

当
な
取

極
が
行
わ
れ
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

２
そ
れ
ら
の
取
極
に
お
い
て
は
、
一
又
は
二

以
上
の
中

央
の
審
議

会
並
び

に
必

要
な
場

合
に
は
地
方
及
び
地
区
の
審
議
会
の
設

置
を
定

め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
そ
れ
ら
の
審
議
会
に
お
け
る
使
用
者
及

び
労

働
者
の
代
表

者
は
、
使

用
者
及

び
労
働
者
の
代
表
的
団
体
が
存
在
す
る
場
合
に

は
、
そ
れ
ら
と
協
議
の
上
そ
れ
ぞ
れ
同
数

が
任
命

さ
れ
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

（
中
略
）

第
九

条
１

職
業

安
定

組
織
の
職
員
は
、
分
限

及
び

勤
務
条

件
に
つ

い
て
、
政
府

の
更

迭
及
び

不
当
な
外
部
か
ら
の
影
響
と
無
関
係
で
あ
り
、

且
つ

、
当

該
組
織
上
の
必
要
に
よ
る
場

合
を
除
く
外

、
身

分
の
安
定

を
保

障
さ
れ
る
公

務
員
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
職

業
安

定
組
織
の
職
員
は
、
国
内
の
法

令
で
定

め
る
公
務

員
の
採

用
に
関

す
る
条

件
に
従
い
、
そ
の
任
務
の
遂
行
に
必
要
な
資

格
を
特

に
考

慮
し
て
採
用
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

３
前

記
の
資
格
を
認
定
す
る
方
法
は
、
権
限

の
あ
る
機

関
が
決

定
す

る
。

４
職

業
安

定
組
織
の
職
員
は
、
そ
の
任

務
の
遂

行
の
た
め
適

当
な
訓

練
を
受

け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
以

下
略

）

（
日
本
は

19
53

年
10

月
20

日
に
批
准
）
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